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１ 趣 旨  

 地方職員共済組合埼玉県支部（以下「共済組合」という。）が運営する宿泊施設

「地方職員共済組合浦和宿泊所別所沼会館」（以下「別所沼会館」という。）の管理

運営業務を効率的かつ効果的に行うため、施設運営のノウハウを有する者を対象とし

て、企画提案により経営受託者を募集します。 

 

２ 別所沼会館の概要 

（１）施設の名称  地方職員共済組合浦和宿泊所別所沼会館    

（２）所在地    埼玉県さいたま市南区別所四丁目１４番１０号 

（３）設置目的   福利厚生施設として共済組合員及びその被扶養者などが利用す

ることにより福祉の増進に寄与する。 

（４）設置年月日  昭和５６年４月１日 

（５）利用者    地方職員共済組合員、その被扶養者、県民等 

（６）建物の概要  （埼玉県所有） 

・ 構 造   鉄骨鉄筋コンクリート造り地上３階建 

・ 建築面積     ８７４.０６㎡ 

・ 延床面積   ２，０３３.５４㎡ 

・ 敷地面積   ５，３３０.４６㎡（埼玉県所有） 

・ 施 設   宿泊室、会議室、宴会場、食堂・喫茶等 

ア 宿泊室(３階)   

 

 

 

 

 

 
 

イ 会議室(１～２階)・宴会場(１～２階) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 室 数 面 積 延べ定員(人) 

宿泊室 洋室(ツイン) ４ １８㎡ ８ 

和室(3 人室) ４ 7．5 畳 １２ 

和室(3 人室) １ ８畳 ３ 

和室(4 人室) １ １０畳 ４ 

合       計 (１０)  (２７) 

区 分 室数 面 積 延べ定員(人) 

会議室 大会議室(洋室)   １  １４５㎡ １００ 

特別会議室(洋室) １ ５９㎡ ２４ 

計 (2)   (１２４) 

宴会場 大宴会場(和室) １ ７２畳 ８０ 

中宴会場(和洋室) １ ２４畳 ３０ 

中宴会場(和室) １   ２８畳 ３５ 

中宴会場(和室)   １ ２４畳  ３０ 

計 (4)   (１７５) 

合     計 (6)   (２９９) 
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ウ 食堂・喫茶（１階：８０㎡） 席数４２席 

エ 談 話 室（３階：２５㎡）  

   オ 事務室等（１階：４５㎡）  事務室・フロント・応接室 

カ 駐 車 場         ３０台 

（７）近年の売上額、料金表、施設の修繕履歴、施設設備等保守点検管理業務等 

現地説明会で配布する現況調書のとおり。 

 

３ 施設の基本コンセプト 

  企画提案に当たっては、特に、次のような視点を重視してください。 

（１）利用者へのサービスの向上 

・ 利用者へのサービスの向上を図るための施設の活用 

・ 利用者へのサービスの向上を図るためのサービスの構成と利用料金 

（２）安定的かつ継続的な施設運営 

・ 資金、人材、ノウハウ、サービスの開発力等の支援体制 

・ 効率的、安定的な経営を支援する物流システムや管理システム 

・ 徹底した従業員への教育・訓練体制 

・ 適正な従業員の配置体制 

・ 感染症流行等も踏まえた適正な危機管理・安全管理・衛生管理体制 

・ 適正な施設、設備の維持管理 

・ 算出根拠が妥当で健全な施設の収支計画 

 

４ 委託条件 

（１）経営委託方法 

共済組合と経営受託者において別所沼会館の経営・管理に関する経営委託契約

（以下「委託契約」という。）を締結の上、施設の経営・管理を行うものとします。 

（２）委託の範囲 

別所沼会館の経営・管理に係る業務全般を委託します。 

・ 宿泊室、会議室、宴会場、食堂等の管理・運営業務 

・ フロント業務、接客業務、庶務関係業務、調理配膳業務 

・ 施設設備等保守点検管理業務、清掃業務、植栽管理業務、害虫駆除業務、水質

検査業務等 

・ 警備防災業務、従業員管理業務 

・ 利用促進業務等 

     ＊ その他上記に明示されていない事項については、共済組合の指示を受けて所      

要の措置を講ずるものとします。      

（３）委託業務の専門業者への再委託 

上記の委託業務については、第三者への全面委託はできません。ただし、委託業
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務の一部については、予め共済組合に承認を得て専門業者に委託することができま

す。なお、実施に当たっては、仕様書等を作成して実施するものとします。 

   〔再委託の例示〕 

・ 設備管理業務 

  電気設備、空気調和設備、給排水・衛生設備、防災設備機器等設備全般に係る

点検及び機能維持、保守管理運転 

・ 一般清掃業務   

・ 客室整備業務  

（４）経営委託料等 

ア 経営委託料の支払いは行いません。 

イ 経営収支は全て経営受託者に帰属し、また、経営収支の責任は経営受託者が負

うものとします。また、共済組合は経営上生ずる赤字の補填を行いません。     

（５）委託契約期間    

ア 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで（３年間） 

ただし、共済組合及び経営受託者が協議の上双方が合意をすれば１年ごとに

契約期間を更新できるものとし、業務委託期間は最長で令和１０年３月３１日ま

で更新可能とします。 

イ 原則として経営受託者の任意による途中解約は認められません。 

（６）委託契約終了時の取扱い 

委託契約が終了又は委託契約が取り消された場合には、直ちに経営受託者の負担

により使用した財産を原状に回復して返還していただきます。 

また、この場合には、経営受託者から共済組合に対して一切の補償を請求するこ

とはできません。 

    ただし、共済組合において、原状回復の必要性がないと認めた部分については、

この限りではありません。 

（７）施設使用料   

施設使用料の計算方法及び納付方法は以下のとおりです。 

ア 計算方法 

① 別所沼会館に係る各年度４月１日から３月３１日までの純売上額（消費税及

び地方消費税抜き）から共済組合が定める控除額５千万円（消費税及び地方消

費税抜き）を減じた額に、売上歩合２０％以上＊を乗じた額を当該年度に係る

施設使用料（当該金額は消費税及び地方消費税込みの金額として扱います。）

とします。  

＊ 売上歩合の率については２０％以上で企画提案をしてください。 

② ①で求めた額が１円に満たない場合は、施設使用料の納付は要しません。 

③ ただし、感染症流行に係る緊急事態措置等により別所沼会館の営業が制限さ

れ、雇用調整助成金や感染防止対策協力金等の助成が行われた場合は当該年度
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内に支給された助成額を純売上額（消費税及び地方消費税抜き）に加算し上記

①の計算を行います。 

④ 契約が年度途中で終了又は委託契約が取り消された場合には、共済組合及び

経営受託者が協議し施設使用料の計算方法を定めるものとします。 

イ 納付方法 

① 上記アの計算方法により施設使用料を計算し当該年度の翌年度４月１０日ま

でに共済組合に額を報告の上速やかに施設使用料を納付するものとします。 

② 契約が年度途中で終了又は委託契約が取り消された場合には、共済組合及び

経営受託者が協議し施設使用料の額及び納付方法を定めるものとします。 

（８）使用上の制限等 

ア 経営受託者は、別所沼会館の使用に当たり、形質を改変することはできません。 

     ただし、予め共済組合から承認を受けたときは、この限りではありません。 

イ 別所沼会館で発生する全ての廃棄物の回収に必要な容量のゴミ箱については、

経営受託者の負担で設置していただきます。設置したゴミ箱の廃棄物の処理につ

いては、経営受託者の責任で行い、処理費用も経営受託者の負担とします。 

ウ 施設の管理・運営に当たっては、旅館業法等関係法令を遵守し、かつ、共済組

合の指示に従っていただきます。また、当施設がさいたま市営別所沼公園内に位

置していることから、都市公園法等関係法令を遵守し、かつ、別所沼公園管理者

の指示に従っていただきます。 

エ 経営受託者が使用上の制限等に違反した場合は、委託契約を取り消します。こ

の場合、経営受託者は共済組合に対し一切の補償を請求することはできません。 

（９）経費負担と施設の整備、改修費    

ア 共済組合の負担 

・ 小破修繕費（消費税及び地方消費税込みで１０万円以上の修繕） 

・ 無償貸与する備品の機能維持や修理に要する費用（消費税及び地方消費税込

みで１０万円以上の修理等） 

・ 施設設備等保守管理業務に要する費用 

 ＊ 具体的な対象業務は現地説明会で配布する現況調書のとおり。 

・ 現有する備品、什器等は無償貸与 

イ 経営受託者の負担 

・ 営業費、人件費、飲食材料費等の経営・管理に必要な経費 

・ 光熱水費、清掃等管理業務委託費、廃棄物処理費 

・ 施設設備等保守管理業務に要する費用のうち、上記ア共済組合負担分を除く

費用 

・ 小破修繕費（消費税及び地方消費税込みで１０万円未満の修繕） 

・ 無償貸与する備品の機能維持や修理に要する費用（消費税及び地方消費税込

みで１０万円未満の修理等） 
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・ 共済組合との協議によらない改修、設備の設置及び備品の購入に要する費用 

（10）利用料金 

ア 宿泊料金 

・ 組合員の料金 

現行料金を参考に一般利用者の料金に比し低廉な料金にするものとし、企画 

     提案の料金を参考に共済組合と経営受託者が協議の上設定するものとします。 

・ 一般利用者の料金 

      企画提案によるものとします。 

イ 会議室使用料 

・ 組合員の料金 

      現行料金を参考に一般利用者の料金に比し低廉な料金にするものとし、企画 

     提案の料金を参考に共済組合と経営受託者が協議の上設定するものとします。 

    ・ 一般利用者の料金 

      企画提案によるものとします。 

ウ その他の料金 

     企画提案によるものとします。 

   ＊ 組合員とは、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第３条第

１項に規定する地方公務員共済組合の組合員及びその被扶養者並びに年金受給者

とします。 

   ＊ 一般利用者とは、組合員以外の利用者とします。 

（11）営業日 

    企画提案によるものとします。なお、機械設備等の法定点検に要する日などの休

館日については別途協議とします。 

（12）営業時間 

    企画提案によるものとします。   

（13）個人情報の取扱い 

    経営受託者は、別所沼会館の運営に係る個人情報の取り扱いについては、「地方

職員共済組合埼玉県支部が取り扱う個人情報の保護に関する細則」を遵守するもの

とします。 

（14）守秘義務 

業務上知り得た秘密について、守秘義務を遵守するものとします。また、委託契

約期間終了後も同様とします。 

    この守秘義務の遵守については、業務の従事者に対しても徹底するものとします。 

（15）事故等の報告 

施設又は利用者に事故、災害その他不測の事態が生じた場合、またはその恐れが

ある場合には、迅速かつ適切な対応を行うとともに、速やかに共済組合に報告する

ものとします。 
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（16）権利譲渡等の制限 

経営受託者は、委託契約の締結によって生じる権利及び義務を第三者に譲渡し、

若しくは引き受けさせ、又はその権利を担保に供することはできません。 

（17）貸与備品等の管理 

経営受託者は、善良なる管理者の注意をもって貸与備品等を使用するものとします。 

（18）年間事業計画書 

経営受託者が年度当初に共済組合に提出するものとします。 

ア 営業収入及び営業費用等に関する計画及び積算根拠（明細書を添付） 

イ 修繕・保守計画及び積算根拠（明細書を添付） 

ウ 販売促進関係（企画プラン・ＰＲ等）計画及び積算根拠（明細書を添付） 

エ 各種料金表 

オ その他 

（19）運営報告 

経営受託者は、毎月の運営状況等について報告書を提出するほか、必要に応じて

随時報告するものとします。 

（20）帳簿の保存 

経営受託に係る諸帳簿及び領収書など証拠書類は最低５年間保存するものとします。 

（21）会計監査 

事業内容及び経理については、必要に応じて共済組合の監査を受けるものとします。 

（22）決算報告の提出 

当該年度の決算書を提出するものとします。 

（23）有益費等の請求権の放棄 

契約満了時又は契約が解除されたときにおいて、経営受託者が委託業務の実施の

ために要した有益費及び必要費があっても、その一切の費用について経営受託者は

共済組合に請求することはできません。 

（24）損害賠償 

経営受託者が、共済組合又は第三者に損害を与えた場合は、すべて自己の責任で

その損害を賠償しなければなりません。 

（25）その他 

ア 経営受託者の都合による経費については、経営受託者が負担することとします。 

     また、経営受託者の実施した修繕等による資産価値の増加は、共済組合に帰属

することとします。 

イ 共済組合等では、施設の状況によって各種工事等を実施することがあります。 

工事によっては、一定期間、休館して工事を実施することも想定されます。 

なお、工事の設計施工業者等は共済組合等が決定します。 

ウ 経営受託者は、共済組合の指示に従い、建築、電気、機械及び防災等の各設  

備を常に良好な状態に保全するよう使用してください。 
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エ 埼玉県議会の宿泊施設、埼玉県職員の緊急宿泊施設としての役割があります。 

オ 施設の名称変更の希望があれば提案してください。ただし、変更に伴う経費に 

ついては、経営受託者が負担するものとします。 

カ 別所沼会館は、共済組合員やその被扶養者などの福利厚生施設として利用され

ていることに配慮して施設の経営・管理をしてください。 

 

５ 応募者の資格 

  応募者は、次の全ての要件を有する者とします。 

（１）日本国内において宿泊施設の運営実績があり、かつ、今後経営を安定的かつ積

極的に推進する意向があること。 

（２）経営受託に必要な経営基盤と資金等について十分な能力を有すること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（４）国税及び地方税の滞納がないこと。 

（５）埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置を受けていないこと。 

（６）会社更生法、民事再生法等による手続をしている団体でないこと。 

（７）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取り消しを受けたこと

がないこと。 

（８）次に掲げる暴力団排除措置事由に該当しないこと。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴力団対策

法」という。）第２条第２号に規定するものをいう。以下同じ。）又はそれらの

利益となる活動を行う団体であるとき。 

   イ 役員が暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員若しくはこれに準ずる者

（以下「暴力団関係者」という。）であるとき又は暴力団関係者が経営に実質的

に関与しているとき。 

   ウ 役員が、自社、自己若しくは第三者の不当の利益を図り、又は第三者に損害を

与える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用するなどしたとき。 

   エ 役員が暴力団又は暴力団関係者に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

   オ 役員が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している

とき。  

   カ 役員が、暴力団関係者であることを知りながら、これを不当に利用するなどし

ているとき。 

（９）公共の安全と福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全と福祉を脅かすお

それのある団体に属していないこと。 
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６ 応募手続等 

（１）現地説明会の開催 

   次のとおり現地説明会を開催します。 

ア 開催日時   令和４年１０月２１日（金）１０：００～１２：００ 

イ 開催場所   別所沼会館 会議室 

埼玉県さいたま市南区別所四丁目１４番１０号 

          （会場の都合により、現地説明会の出席者は２名までとします。） 

ウ 参加方法   令和４年１０月１９日（水）の午後５時までに地方職員共済組

合埼玉県支部（埼玉県総務部職員健康支援課・厚生担当）に電子

メールで申し込んでください。なお、メール送付後に必ず確認の

電話をお願いします。 

（２）質疑方法及び回答 

この公募要項に関する質疑については、質疑書（書式は１２～１３ページ参照）

により受け付けます。 

質疑書を提出する場合は、質疑書を添付し電子メールでお願いします。なお、メ

ール送付後に必ず確認の電話をお願いします。 

ア 質疑書の受付期間 

令和４年１０月１９日（水）から令和４年１０月２４日（月）１２：００まで 

   イ 質疑書への回答 

     令和４年１０月２６日（水）までに、電子メールで質問者及び説明会参加者全

員に回答します。 

（３）企画提案書の提出 

   ア 提出書類 

・ 応募資格に関する書類（提出書類及び提出部数は１４ページ参照） 

・ 企画提案に関する書類（提出書類は１５ページ以下参照、提出部数１０部） 

     ＊ 書類は日本語により作成してください。 

     ＊ 提出書類に不備や虚偽があった場合は失格となる場合があります。 

          ＊ 上記書類のほか、共済組合が必要とする書類の提出を求めることがあります。 

＊ 提出書類は、理由のいかんを問わず返却しません。 

＊ 提出された書類は、共済組合において審査等に必要な部数を複写できる

ものとします。 

＊ 提出書類は、経営受託予定者の決定、委託手続を実施する以外には使用 

しません。 

イ 提出期間 令和４年１０月２７日（木）から令和４年１１月２日（水）まで 

   ウ 提出方法 上記期間の平日午前９時３０分から午後４時の間（正午から午後１

時までは除きます。）に持参してください。 

（４）質疑書及び企画提案書の提出場所など 
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〒330-9301埼玉県さいたま市浦和区高砂三丁目１５番１号 

埼玉県庁職員会館３階 

地方職員共済組合埼玉県支部（総務部職員健康支援課・厚生担当）  

    ・ 電話 048(830)2462  

・ ＦＡⅩ 048(830)4731      

・ 電子メール a2450-21@pref.saitama.lg.jp 

・ 埼玉県庁ホームページ 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0202/kyosai/20221013.html 

に公募要項や申請書等の様式を掲載していますので参照してください。 

（５）辞退 

    企画提案書の提出後に選考を辞退する場合は書面（書式は２３ページ）により辞

退届を令和４年１１月７日（月）までに共済組合に提出してください。 

 

７ 経営受託予定者の決定 

（１）経営受託予定者の決定方法 

    共済組合の選定委員会（以下「選定委員会」という。）において、別紙経営受託

予定者選定審査基準に基づいて企画提案書の書類審査及びヒアリングを実施し、企

画提案が施設の基本コンセプトに合致しているか、委託条件を満たしているかなど

を総合的に評価し、経営受託予定者を決定します。 

（２）書類審査の実施 

    選定委員会において提出期間内に提出された企画提案書について書類審査を行い

ます。 

なお、この公募要項で規定する提出書類について、応募者からの提出書類の不足

や不備等が判明した場合でも、書類の補足や修正等について連絡をすることはあり

ません。 

（３）ヒアリングの実施 

    選定委員会において提出期間内に提出された企画提案書に基づきヒアリングを行

います（プロジェクターは使用できません。参加者は１社数名以内。）。 

    ・ 日時 令和４年１１月中旬を予定しています。 

＊ ヒアリングの日時・場所、ヒアリングの方法については、後日応募者へ

通知します。 

＊ また、ヒアリングに当たり、応募者へ追加資料の提出を依頼することが

あります。 

（４）経営受託予定者の決定時期及び審査の結果の通知 

    経営受託予定者の決定については、令和４年１１月下旬を予定しています。 

    審査結果については、応募者全員に文書で通知します。 

（５）経営受託予定者の公表 
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    経営受託予定者の公表については、令和４年１１月下旬を予定しており、埼玉県

のホームページで行います。また、経営受託予定者の企画提案の概要について、公

表することがあります。 

  

８ その他 

（１）経営受託予定者が、次に掲げる事項に該当した場合には、経営受託予定者の決

定を取り消すことがあります。 

ア 経営受託予定者の決定から委託契約の手続までの間に、経営受託予定者の資金

事情の変化等により施設の経営・管理の履行が困難であると共済組合が判断した

とき。 

イ 著しく社会的信用を損なう行為などにより、経営受託予定者としてふさわしく

ないと共済組合が判断したとき。 

ウ 経営受託予定者が応募者の資格を喪失したとき。 

（２）共済組合は、経営受託予定者と委託契約の細目について協議を行い、委託契約

等を締結します。 

    この場合、共済組合は、必要に応じて経営受託予定者の企画提案に対し、提案内

容の趣旨を変更しない範囲において修正を求めることができるものとします。経営

受託予定者は、この求めに対し協議に応じなければならないものとします。 

（３）応募、審査、契約手続等に関し応募者が要する費用については、すべて応募者

の負担とします。 

（４）経営受託予定者は、令和５年３月３１日までの間に現行経営受託者との間で十

分な引き継ぎを行うものとします。なお、それに要する費用については、共済組合

は一切負担しません。 
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別紙 経営受託予定者選定審査基準 

  

審 査 項 目 審 査 の ポ イ ン ト 配点 

○ 施設の基本コンセプト及 

 び営業日・営業時間 

○ 各部門別の事業計画 

○ 料金設定 

・施設の基本コンセプト及び営業日・営業時間が

利用者へのサービスの向上に合致しているか。 

２０ ・部門構成、特色、経営戦略、集客方法等の事業

計画が適当で健全であるか。 

・料金の設定は妥当であるか。 

○ 利用者数の見込み 

○ 施設の収支計画 

・利用者数の見込み、施設の収支計画の算出根拠

が妥当で健全であるか。 
２０ 

○ 施設使用料 
・令和５年度から令和７年度までの施設使用料の

算定は妥当であるか。 
１０ 

○ 施設への支援体制 
・本社や関連企業から施設への資金、人材、ノウ

ハウ等の支援体制が整備されているか。 
１０ 

○ 従業員の教育・訓練体

制 

○ 従業員の配置体制 

○ クレーム・要望等への

対応 

○ 安全管理・食品衛生管

理・感染症対策 

○ 危機管理時への対応 

・従業員の教育・訓練についての考え方や体制な

どは明確で適正になされているか。 

２０ 

・従業員の基本的な配置体制は適正であるか。 

・利用者からのクレーム・要望等への適切な対応

方法や手順が確立されているか。 

・施設の安全管理、食品衛生管理について事故防止

体制及び事故への対応策が明確になっているか。 

・感染症対策が明確になっているか。 

・火災・地震等の危機管理時の対応が明確になっ

ているか。 

○ 業務開始までのスケジ

ュール 

・経営受託予定者に決定してから、業務開始（令

和５年４月１日）までの作業スケジュールは具体

的かつ妥当であるか。 

 ５ 

○ アピールできる事項や優 

   位性のある事項 

・県産食材の活用や環境への配慮など、アピール

できる事項や優位性のある事項が具体的に認めら

れるか。 

１５ 

合   計 １００ 
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質疑書表紙 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

質  疑  書 

 

地方職員共済組合埼玉県支部長 宛て 

 

所在地 

 

法人名 

  

代表者名                      

 

（事務担当責任者） 

所属・職名 

 

氏 名 

 

電 話 

  

ＦＡＸ 

 

「別所沼会館経営受託者公募要項」に基づき、質疑書を提出します。 
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質疑書 

  

質 疑 項 目 質  疑  内  容 

公募要項、現況調書

に記載された項目

名などを記載して

ください。 

（例：委託条件、応

募手続等） 

質疑項目についての具体的な質疑内容を記載してください。 

（例：庭園に喫茶コーナー等を設置することは可能ですか。） 
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応募資格に関する書類 

 

 ※ 証明書は、提出日前３か月以内に発行されたものとします。 

 ※ 証明書、資格・免許等以外の書類のサイズは、Ａ４縦長でお願いします。   

書 類 名 内      容 提出部数 

役員等名簿 役員等の氏名、役職名、職歴を記載した名簿 
１部 

定   款 直近の定款 

企業概要 会社の概要がわかる資料（パンフレットなど） １０部 

事業概要 

・企業理念（経営方針） 

・創立（創業）年月日 

・事業経歴    

・資本金（出資総額） 

・事業内容 

（事業種目、取扱品目・サービス及び年間取引高、事業 

 所所在地及び従業員数、主な取引先等） 

・その他応募者のＰＲとなる資料 

 

※ 上記の項目のうち、企業概要に記載されているものに

ついては提出の必要はありません。 

１部 

宿泊施設の

運営実績 

今回の提案に類似又は関連する宿泊施設の運営実績 

（直営か受託運営か、経営期間、経営状況等が分かる資料

で、受託運営の場合には委託元を明記） 

決 算 書 
直近３か年分の貸借対照表、損益計算書、その他経営の状

況を明らかにする書類 
６部 

納税証明書 

直近３か年分の国税及び地方税（都道府県税及び市区町村

税）に滞納がないことの証明書 

１部 

資格・免許等 

資格・免許等   

（提案する企画内容により、その企画を実施するために資

格・免許等が必要とされる場合は、その資格・免許等の「写

し」） 



- 15 - 

 

企画提案に関する書類 

  （各１０部提出） 

※ 企画提案についての書類は、項目ごとに原則としてＡ４用紙縦長１枚程度で簡潔に    

  作成し、企画提案書の表紙を添付してください。 

番
号 項   目 内         容 

① 
施設の基本コンセプ
ト及び営業日・営業
時間 

・施設の基本コンセプト及び営業日・営業時間を記載し
てください。（別添参考様式有） 

② 各部門別の事業計画 

・部門構成は、現行の事業部門（宿泊、会議、会食、食
堂・喫茶の各部門）に、提案があれば新たな事業部門
を加えてください。 

・部門ごとに、特色、経営戦略、運営手法、販売促進策
（メニュー、価格、集客方法等）及び営業形態等を、売
上見込みを含めて具体的に提案してください。（様式

は任意） 

③ 料金設定 
・料金設定を記載してください。 
（別添参考様式有） 

④ 利用者数の見込み 
・部門別に令和５年４月から令和８年３月までの利用者

数を年度ごとに試算してください。（別添参考様式有） 

⑤ 施設の収支計画 
・令和５年４月から令和８年３月までの収支計画を年度
ごとに試算してください。（別添参考様式有） 

⑥ 施設使用料 
・令和５年度から令和７年度までの施設使用料の売上歩
合（％）を提示するとともに、額を試算してください。
（別添参考様式有） 

⑦ 施設への支援体制 
・施設に投入する資金、人材、ノウハウ等の具体的内容

について記載してください。（様式は任意） 

⑧ 
従業員の教育・訓練
体制 

・従業員の教育・訓練についての考え方や体制等を記載
してください。（様式は任意） 

⑨ 従業員の配置体制 

・施設の従業員の基本的な配置体制について、ローテー

ション表により、時間帯別配置人員を記載してくださ
い。（別添参考様式有） 

⑩ 
クレーム・要望等へ
の対応 

・利用者からのクレーム・要望等への対応を記載し 
 てください。（様式は任意） 

⑪ 
安全管理・食品衛生
管理・感染症対策・
危機管理 

・施設の安全管理、食品衛生管理に係る事故防止策や事
故対応策、感染症対策、火災・地震等の危機管理時の
対応策について具体的に記載してください。（様式は

任意） 

⑫ 
業務開始までのスケ
ジュール 

・経営受託予定者に決定してから、業務開始（令和５年
４月１日）までの作業スケジュールを記載してくださ
い。（様式は任意） 

⑬ 
アピールできる事項
や優位性のある事項 

・県産食材の活用、環境への配慮などアピールできる事
項や優位性のある事項を記載してください。（様式は
任意） 
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企画提案書表紙 

 

令和  年  月  日 

 

企 画 提 案 書 

 

地方職員共済組合埼玉県支部長 宛て 

 

所在地 

 

法人名 

  

代表者名              

 

 

（事務担当責任者） 

所属・職名 

 

氏 名 

 

電 話 

  

ＦＡＸ 

 

 

「別所沼会館経営受託者公募要項」に基づき、企画提案書を提出します。 

 また、公募に参加するに当たり、「５ 応募者の資格」に定める全ての要件を有

する者であることを誓約いたします。 

なお、共済組合の求めがあれば、要件を有する者であることを証明する書類を

提出します。 
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参考様式例 

 

 資料番号①  

  

●施設の基本コンセプト

　

●営業日・営業時間

営業日 営　業　時　間

：　　　　～　　　：

：　　　　～　　　：

：　　　　～　　　：

：　　　　～　　　：

：　　　　～　　　：

部門別内訳

（利用者へのサービスの向上）

（安定的かつ継続的な施設運営）

食堂・喫茶

会　食

会議室

宿泊室
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 資料番号③  

 

 
  

●料金設定

　○ 宿泊料金（税・サービス料込） （単位：円）

宿泊室 定員 室数 利用区分 組合員 国家公務員 一般利用者

１人利用

２人利用

１人利用

２人利用

３人利用

１人利用

２人利用

３人利用

４人利用

　○ 飲食料金の例　 （単位：円）

区　分

朝　食

夕　食

　○ 会議室等使用料（※１） （単位：円）

会議室等 様式 定員 組合員 国家公務員 一般利用者

大会議室 洋室 100名

特別会議室 洋室 24名

大宴会場（会食） 和室 80名

中宴会場（会食） 和洋室 30名

中宴会場（会食） 和室 35名

中宴会場（会食） 和室 30名

宿泊室（３階和室） （※２）

※１　使用料は基本料金（1日（9:00～17:00)、税・サービス料込）とします。

※２　宿泊室の３階和室は、昼間は会議室として利用が可能。

○ 食堂（ランチ・喫茶）の例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）

洋　室

和　室

和　室

２名 ４室

３名 ５室

４名 １室

品　　目 金額（税・サービス料込）

金額（税・サービス料込）品　　　　　目
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 資料番号④  

 

 

  

●利用者数の見込み 　（単位:人）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

宿泊室

会議室

会　食

食堂・喫茶

項　　　　目

施設利用者数
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 資料番号⑤  

 

 

●施設の収支計画 （単位:税抜き・千円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

宿泊室　宿泊料

宿泊飲食料

会議室　使用料

会議飲食料

会　食

食堂・喫茶

職員給与

賃　金

その他人件費

飲食材料費

商品仕入

事業用消耗品

委託管理費

光熱水費・燃料費

修繕費

賃借料

普及・広告費

施設使用料（売上歩合）

その他営業費

　（単位:人）

減価償却費

そ　の　他

支　出　計②

項　　　　目

施設収入計　　　　

その他（　　　　　）

収　入　計①

損　益①－②

正社員数

パート等社員数

人件費

材料費

営業費
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 資料番号⑥  

 

 

  

●施設使用料

売上歩合（％）を提示するとともに施設使用料を試算してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　（単位：税込み・千円）

年　　　度 提　示　額　（　年　額　）

　　　　　　売上歩合　　　％

　　　　　　売上歩合　　　％

　　　　　　売上歩合　　　％

計

＊例　売上歩合２０％、売上見込額７千万円（４月～３月の１２か月、税抜き）の場合
　　　（70,000,000円 - 50,000,000円（固定）） × 0.2  =　4,000,000円
　　　　当該金額は消費税及び地方消費税込みの金額として扱います。

令和５年度

令和６年度

令和７年度
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 資料番号⑨  

 

 
  

●従業員の配置体制　＊受託開始時の体制

〇ローテーション表

　　※各部門ごとに記載し、正社員・パート社員の別を区分して記載してください。

○組織図（指揮命令系統が分かるもの・責任者が分かるもの）

名

正社員

名正社員 名・パート等

責任者（職名）

副責任者（職名）

○○課長

別所沼会館

○○課長

本部

○○事業本部 ○○事業本部 ○○事業本部

パート４

パート５

名・パート等

社員１

社員２

社員３

名・パート等

内　　　　訳項　　目

従業員数 正社員

18

名　（合計 名）

 
部
門
別
内
訳

正社員 名・パート等 名

正社員 名・パート等 名

パート６

宿泊室

会議室

会　食

食堂・喫茶

7 8 9〇〇部門

＊　資料番号⑤の令和５年度職員数と一致させてください。

（例）フロント、客室清掃

名

2110 11

正社員 名・パート等 名

正社員 名・パート等

2212 13 14 15 16 17 19 20

○○課長 ○○課

社員 社員 社員社員
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別所沼会館経営委託に係る企画提案選考辞退届 

 

 

  令和  年  月  日 

 

 

 

 地方職員共済組合埼玉県支部長 宛て 

 

 

 

                 （申請者） 

                  所在地 

 

                  法人名 

 

                  代表者名            

 

 

 

 令和  年  月  日付けで「別所沼会館」経営委託に係る企画提案をいたしました

が、選考を辞退します。 

 

 

 

 

 

 

 

                 （事務担当者） 

                   所属・担当 

                    

                   氏名 

 

                   電話 


